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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，ガスタービン発電機建物の地震

時の構造強度及び機能維持の確認について説明するものであり，地震応答解析による評価

及び応力解析による評価により行う。 

ガスタービン発電機建物は，重大事故等対処施設において「常設耐震重要重大事故防止

設備及び常設重大事故緩和設備の間接支持構造物」に分類される。 

以下，「常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備の間接支持構造物」

としての分類に応じた耐震評価を示す。 

なお，ガスタービン発電機建物に内包するガスタービン駆動補機に関して，仮想的に回

転体の損壊を想定しても，ケーシング板厚はタービンミサイルの防護上必要な板厚を上回

ることから，損壊した回転体がケーシングを貫通することなくケーシング内部に留まるた

め，タービンミサイルは発生しない設計としている。仮想的損壊時のミサイル評価結果は，

Ⅵ-1-1-10「発電用原子炉施設の蒸気タービン，ポンプ等の損壊に伴う飛散物による損傷

防護に関する説明書」にて実施する。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

ガスタービン発電機建物の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 ガスタービン発電機建物の設置位置 

  

ガスタービン発電機建物 

 PN
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2.2 構造概要 

ガスタービン発電機建物は，地上 2 階建の鉄骨鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）の

建物である。 

ガスタービン発電機建物の平面寸法は，43.0m＊（ＮＳ）×43.5m＊（ＥＷ）である。基

礎スラブ底面からの高さは 17.5m である。 

ガスタービン発電機建物の基礎は厚さ 3.5m のべた基礎で，岩盤に直接設置している。 

建物に加わる地震時の水平力はすべて耐震壁に負担させている。 

ガスタービン発電機建物の概略平面図及び概略断面図を図 2－2 及び図 2－3 に示す。 

 

注記＊：建物寸法は壁外面寸法とする。 
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図 2－2(1) ガスタービン発電機建物の概略平面図（EL 47.5m＊） 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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図 2－2(2) ガスタービン発電機建物の概略平面図（EL 54.5m） 
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図 2－2(3) ガスタービン発電機建物の概略平面図（EL 61.5m） 
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図 2－3(1) ガスタービン発電機建物の概略断面図（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 
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図 2－3(2) ガスタービン発電機建物の概略断面図（Ｂ－Ｂ 断面，ＥＷ 方向） 
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2.3 評価方針 

ガスタービン発電機建物は，重大事故等対処施設において「常設耐震重要重大事故防

止設備及び常設重大事故緩和設備の間接支持構造物」に分類される。 

ガスタービン発電機建物の評価においては，基準地震動Ｓｓによる地震力に対する評

価（以下「Ｓｓ地震時に対する評価」という。）及び保有水平耐力の評価を行うことと

し，それぞれの評価は，Ⅵ-2-2-16「ガスタービン発電機建物の地震応答計算書」の結

果を踏まえたものとする。ガスタービン発電機建物の評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基

本方針」に基づき，地震応答解析による評価においては耐震壁のせん断ひずみ，接地圧

及び保有水平耐力の評価を，応力解析による評価においては基礎スラブの断面の評価を

行うことで，ガスタービン発電機建物の地震時の構造強度及び機能維持の確認を行う。

評価にあたっては，材料物性の不確かさを考慮する。表 2－1 に材料物性の不確かさを

考慮する解析ケースを示す。 

図 2－4 にガスタービン発電機建物の評価フローを示す。 
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表 2－1 材料物性の不確かさを考慮する解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 備考 

ケース 1 

（工認モデル） 
設計基準強度 標準地盤 基本ケース 

ケース 2 

（地盤物性＋σ） 
設計基準強度 

標準地盤＋σ 

（＋10％，＋20％）＊ 
 

ケース 3 

（地盤物性－σ） 
設計基準強度 

標準地盤－σ 

（－10％，－20％）＊ 
 

ケース 4 

（積雪） 
設計基準強度 標準地盤 

積雪荷重との 

組合せを考慮 

注記＊：Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に基づき，地盤のＳ波速度Ｖｓ 

及びＰ波速度Ｖｐの不確かさを設定する。 

 

注記＊：Ⅵ-2-2-16「ガスタービン発電機建物の地震応答計算書」の結果を踏まえた評価を

行う。 

図 2－4 ガスタービン発電機建物の評価フロー  

評価開始 

基本方針 

耐震壁のせん断 

ひずみの評価 

〇構造強度の確認 

〇機能維持の確認 

・支持機能の維持 

保有水平耐力の評価 

〇構造強度の確認 

評価終了 

基礎スラブの 

断面の評価 

〇構造強度の確認 

〇機能維持の確認 

・支持機能の維持 

 

接地圧の評価 

〇構造強度の確認 

 

応力解析による評価＊ 地震応答解析による評価＊ 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において，適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本建

築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

・発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学

会，2003） 

・2015 年版 建築物の構造関係技術基準解説書（国土交通省国土技術政策総合研

究所・国立研究開発法人建築研究所） 
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3. 地震応答解析による評価方法 

ガスタービン発電機建物の構造強度については，Ⅵ-2-2-16「ガスタービン発電機建物

の地震応答計算書」に基づき，材料物性の不確かさを考慮した耐震壁の最大応答せん断ひ

ずみ及び最大接地圧が許容限界を超えないこと並びに保有水平耐力が必要保有水平耐力

に対して妥当な安全余裕を有することを確認する。 

また，支持機能の維持については，Ⅵ-2-2-16「ガスタービン発電機建物の地震応答計

算書」に基づき，材料物性の不確かさを考慮した耐震壁の最大応答せん断ひずみが許容限

界を超えないことを確認する。 

地震応答解析による評価におけるガスタービン発電機建物の許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機

能維持の基本方針」に基づき，表 3－1 のとおり設定する。 
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表 3－1 地震応答解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持の 

ための考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

― 
構造強度を有 

すること 

基準地震動 

Ｓｓ 

耐震壁＊1 

最大応答せん断ひ

ずみが構造強度を

確保するための許

容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 

基礎地盤 

最大接地圧が地盤

の支持力度を超え

ないことを確認 

極限支持力度＊2 

(3.9×103kN/m2) 

保有 

水平耐力 

構造物 

全体 

保有水平耐力が必

要保有水平耐力に

対して妥当な安全

余裕を有すること

を確認 

必要保有 

水平耐力 

支持 

機能＊3 

機器・配管系

等の設備を支

持する機能を

損なわないこ

と 

基準地震動 

Ｓｓ 
耐震壁＊1 

最大応答せん断ひ

ずみが支持機能を

維持するための許

容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 

注記＊1：建物全体としては，耐震壁で地震力を全て負担する構造となっており，剛性の高

い耐震壁の変形に追従する柱，はり，間仕切壁等の部材の層間変形は十分小さい

こと，また，全体に剛性の高い構造となっており複数の耐震壁間の相対変形が小

さく床スラブの変形が抑えられることから，各層の耐震壁の最大応答せん断ひず

みが許容限界を満足していれば，建物・構築物に要求される機能は維持される。 

＊2：支持地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

＊3：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響の確認」が含まれ

る。 
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4. 応力解析による評価方法 

4.1 評価対象部位及び評価方針 

ガスタービン発電機建物の応力解析による評価対象部位は，基礎スラブとし，Ｓｓ地

震時に対して以下の方針に基づき評価を行う。 

Ｓｓ地震時に対する評価は，3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解析によることと

し，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が「原子力施設鉄筋コン

クリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005 制定）」（以下「ＲＣ－Ｎ

規準」という。）に基づき設定した許容限界を超えないことを確認する。 

3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解析にあたっては，Ⅵ-2-2-16「ガスタービン発

電機建物の地震応答計算書」より得られた結果を用いて，荷重の組合せを行う。応力解

析による評価フローを図 4－1 に示す。 

 

 

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

 

図 4－1 応力解析による評価フロー 

  

評価開始 

鉛直荷重 地震荷重 * 

許容限界の設定 

解析モデル及び諸元の設定 

Ｓｓ地震時の応力解析 

断面の評価 

評価終了 

Ⅵ-2-2-16「ガスタービン発電機 

建物の地震応答計算書」 

荷重の組合せ 
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4.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している荷重及

び荷重の組合せを用いる。 

 

4.2.1 荷重 

(1) 固定荷重及び積載荷重 

固定荷重及び積載荷重は，建物自重，機器，配管等の重量を考慮する。  

 

(2) 地震荷重 

水平地震力及び鉛直地震力は，基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析より算定さ

れる動的地震力及び軸力係数より設定する。このとき，基準地震動Ｓｓに対する地

震応答解析より算定される動的地震力及び軸力係数は，Ⅵ-2-2-16「ガスタービン

発電機建物の地震応答計算書」に基づき，材料物性の不確かさを考慮して設定する。 

地震荷重を表 4－1～表 4－3 に示す。 
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表 4－1 水平地震荷重（せん断力） 

(a) ＮＳ方向 

部 位 
せん断力（×103kN） 

Ｓｓ 

耐震壁（G1 通り） 76.9 

耐震壁（G3 通り） 51.3 

耐震壁（G5 通り） 50.8 

耐震壁（G7 通り） 76.2 

 

(b) ＥＷ方向 

部 位 
せん断力（×103kN） 

Ｓｓ 

耐震壁（GA 通り） 48.1 

耐震壁（GC 通り） 102 

耐震壁（GE 通り） 20.1 

耐震壁（GF 通り） 92.4 

  



 

15 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-1
7 
R0
 

表 4－2 水平地震荷重（曲げモーメント） 

(a) ＮＳ方向 

部 位 
曲げモーメント（×104kN･m） 

Ｓｓ 

耐震壁（G1 通り） 73.5 

耐震壁（G3 通り） 71.1 

耐震壁（G5 通り） 76.1 

耐震壁（G7 通り） 79.3 

 

(b) ＥＷ方向 

部 位 
曲げモーメント（×104kN･m） 

Ｓｓ 

耐震壁（GA 通り） 65.9 

耐震壁（GC 通り） 139 

耐震壁（GE 通り） 31.6 

耐震壁（GF 通り） 92.6 

 

表 4－3 鉛直地震荷重（軸力係数） 

部 位 
軸力係数 

Ｓｓ 

上部構造物 0.72 

基礎スラブ 0.58 
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4.2.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－4 に示す。 

 

表 4－4 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

Ｓｓ ：地震荷重 
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4.3 許容限界 

応力解析による評価におけるガスタービン発電機建物の基礎スラブの許容限界は，Ⅵ

-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，表 4－5 のとおり設定する。 

また，表 4－6 及び表 4－7 にコンクリート及び鉄筋の許容応力度を示す。 

 

表 4－5 応力解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持の 

ための考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

― 
構造強度を有

すること 

基準地震動 

Ｓｓ 
基礎スラブ 

部材に生じる応力

が構造強度を確保

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

「ＲＣ－Ｎ規準」

に基づく 

終局耐力＊1 

支持 

機能＊2 

機器・配管系

等の設備を支

持する機能を

損なわないこ

と 

基準地震動 

Ｓｓ 
基礎スラブ 

部材に生じる応力

が支持機能を維持

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

「ＲＣ－Ｎ規準」 

に基づく 

終局耐力＊1 

注記＊1：曲げモーメントに対する評価については，「平 12 建告第 2464 号」に基づき，鉄

筋の基準強度を 1.1 倍とする。せん断力に対する評価については，短期許容応力

度を適用する。 

＊2：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響の確認」が含まれ

る。 
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表 4－6 コンクリートの短期許容応力度 

 （単位：N/mm2） 

設計基準強度Ｆｃ 圧縮 せん断 

30.0 20.0 1.18 

 

表 4－7 鉄筋の許容応力度 

 （単位：N/mm2） 

種別 引張及び圧縮 せん断 

SD345 345＊ 345 

注記＊：設計に用いる材料強度は「平 12 建告第 2464 号」に基づき，

短期許容応力度を 1.1 倍して算定する。 

 

  



 

19 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-1
7 
R0
 

4.4 解析モデル及び諸元 

4.4.1 モデル化の基本方針 

(1) 基本方針 

応力解析は，3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解析とする。解析には，解析

コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いる。また，解析コードの検証及び妥当性

確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

基礎スラブについては，EL 44.0m～EL 47.5m をモデル化する。上部構造につい

ては，EL 47.5m～EL 61.5m の耐震壁及び一部間仕切壁をモデル化し，剛性を考慮

する。なお，間仕切壁については，耐震壁と連続し，同等の厚さを有する壁の剛性

を考慮する。基礎スラブの解析モデルを図 4－2 に示す。 

 

(2) 使用要素 

解析モデルに使用するＦＥＭ要素は，基礎スラブについてはシェル要素とする。

また，基礎スラブより立ち上がっている壁については，EL 47.5m～EL 61.5m をは

り要素として剛性を考慮する。解析モデルの節点数は 1248，要素数は 1349 である。 

 

(3) 境界条件 

3 次元ＦＥＭモデルの基礎スラブ底面に，Ⅵ-2-2-16「ガスタービン発電機建物の

地震応答計算書」に示す地盤ばねを離散化して，水平方向及び鉛直方向のばねを設

ける。3 次元ＦＥＭモデルの水平方向のばねについては，地震応答解析モデルのス

ウェイばねを，鉛直方向のばねについては，地震応答解析モデルのロッキングばね

を基に設定を行う。 

なお，基礎スラブ底面の地盤ばねについては，引張力が発生したときに浮上りを

考慮する。 
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図 4－2 基礎スラブの解析モデル図 

 

4.4.2 解析諸元 

使用材料の物性値を表 4－8 に示す。 

 

表 4－8 使用材料の物性値 

コンクリートの 

設計基準強度 

Ｆｃ（N/mm2） 

ヤング係数 

Ｅ（N/mm2） 

ポアソン比 

ν 

30.0 2.44×104 0.2 

：耐震壁     

：間仕切壁   （単位：m） 
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4.5 評価方法 

4.5.1 応力解析方法 

ガスタービン発電機建物の基礎スラブについて，Ｓｓ地震時に対して 3 次元ＦＥ

Ｍモデルを用いた弾性応力解析を実施する。 

 

(1) 荷重ケース 

Ｓｓ地震時の応力は，次の荷重を組み合わせて求める。 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

ＳｓＳＮ ：Ｓ→Ｎ方向 Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＮＳ ：Ｎ→Ｓ方向 Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＥＷ ：Ｅ→Ｗ方向 Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＷＥ ：Ｗ→Ｅ方向 Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＵＤ ：鉛直方向（下向き） Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＤＵ ：鉛直方向（上向き） Ｓｓ地震荷重 
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(2) 荷重の組合せケース 

荷重の組合せケースを表 4－9 に示す。 

水平地震力と鉛直地震力の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規程 ＪＥＡ

Ｃ４６０１-2008（（社）日本電気協会）」を参考に，組合せ係数法（組合せ係数は

1.0 と 0.4）を用いるものとする。 

 

表 4－9 荷重の組合せケース 

外力の状態 ケース No. 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 

1 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＵＤ 

2 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＵＤ 

3 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＤＵ 

4 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＤＵ 

5 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＵＤ 

6 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＵＤ 

7 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＤＵ 

8 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＤＵ 

9 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋1.0ＳｓＵＤ 

10 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＵＤ 

11 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋1.0ＳｓＤＵ 

12 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＤＵ 

13 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＥＷ＋1.0ＳｓＵＤ 

14 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＵＤ 

15 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＥＷ＋1.0ＳｓＤＵ 

16 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＤＵ 
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(3) 荷重の入力方法 

a. 地震荷重 

基礎スラブに上部構造物から作用する水平地震力については，上部構造物から

のせん断力及び曲げモーメントを基礎スラブの当該位置の節点に離散化して節

点荷重として入力する。 

基礎スラブに上部構造物から作用する鉛直地震力については，上部構造物から

の軸力とし，鉛直力に置換し，モデル上の各節点における支配面積に応じた節点

荷重として入力する。 

基礎スラブ内に作用する荷重については，地震時の上部構造物からの入力荷重

と基礎スラブ底面に発生する荷重の差をＦＥＭモデルの各要素の大きさに応じ

て分配し，節点荷重として入力する。 

 

b. 地震荷重以外の荷重 

地震荷重以外の荷重については，ＦＥＭモデルの各節点又は各要素に，集中荷

重又は分布荷重として入力する。 
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4.5.2 断面の評価方法 

(1) 軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

各断面は，軸力及び曲げモーメントを受ける鉄筋コンクリート造長方形仮想柱と

して算定する。 

軸力及び曲げモーメントによる必要鉄筋比が設計鉄筋比を超えないことを確認

する。 

 

(2) 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「ＲＣ－Ｎ規準」に基づき行う。 

面外せん断力が，次式を基に算定した許容面外せん断力を超えないことを確認す

る。 

 

ＱＡ＝ｂ・ｊ・{α・ｆｓ＋0.5・ｗｆｔ（ｐｗ－0.002）} 

 

ここで， 

ＱＡ ：許容面外せん断力（N） 

ｂ ：断面の幅（mm） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

α ：許容せん断力の割増し係数 

（2 を超える場合は 2，1 未満の場合は 1 とする。また，引張軸応力

度が 2N/mm2 を超える場合は 1 とする。） 

α＝
4

Ｍ／(Ｑ・ｄ)＋1
 

Ｍ ：曲げモーメント（N・mm） 

Ｑ ：せん断力（N） 

ｄ ：断面の有効せい（mm） 

ｆｓ ：コンクリートの短期許容せん断応力度で，表 4－6 に示す値（N/mm2） 

ｗｆｔ ：せん断補強筋の短期許容引張応力度で，表 4－7 に示す値（N/mm2） 

ｐｗ ：せん断補強筋比で，次式による。（0.002 以上とする。＊） 

ｐ
ｗ

=
ａ

ｗ

ｂ・ｘ
 

ａ
ｗ
 ：せん断補強筋の断面積（mm2） 

ｘ ：せん断補強筋の間隔（mm） 

注記＊：せん断補強筋がない領域については，第 2 項を 0 とする。 
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5. 地震応答解析による評価結果 

5.1 耐震壁のせん断ひずみの評価結果 

鉄筋コンクリート造耐震壁について，Ｓｓ地震時の各層の最大応答せん断ひずみが許

容限界（2.0×10-3）を超えないことを確認する。 

材料物性の不確かさを考慮した最大応答せん断ひずみは 0.15×10-3（ＥＷ方向，Ｓｓ

－Ｄ，ケース 4，要素番号 2）であり，許容限界（2.0×10-3）を超えないことを確認し

た。耐震壁の最大応答せん断ひずみ一覧を表 5－1 に示す。各表において，各要素の最

大応答せん断ひずみのうち最も大きい値について，せん断スケルトン曲線上にプロット

した図を図 5－1 に示す。 
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表 5－1(1) 最大応答せん断ひずみ一覧（ＮＳ方向） 

EL 

（m） 

要素 

番号 

最大応答せん断ひずみ 

（×10-3） 

許容限界 

（×10-3） 

61.5～54.5 1 0.14 2.0 

54.5～47.5 2 0.11 2.0 

注：ハッチングは各要素の最大応答せん断ひずみのうち最も大きい値を表示。 

 

 

表 5－1(2) 最大応答せん断ひずみ一覧（ＥＷ方向） 

EL 

（m） 

要素 

番号 

最大応答せん断ひずみ 

（×10-3） 

許容限界 

（×10-3） 

61.5～54.5 1 0.13 2.0 

54.5～47.5 2 0.15 2.0 

注：ハッチングは各要素の最大応答せん断ひずみのうち最も大きい値を表示。 
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(a) ＮＳ方向（Ｓｓ－Ｄ，ケース 4，要素番号 1） 

 

 

 

(b) ＥＷ方向（Ｓｓ－Ｄ，ケース 4，要素番号 2） 

 

図 5－1 せん断スケルトン曲線上の最大応答せん断ひずみ 
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5.2 接地圧の評価結果 

Ｓｓ地震時の最大接地圧が，地盤の許容限界を超えないことを確認する。 

材料物性の不確かさを考慮した地震時の最大接地圧が 0.491×103kN/m2（Ｓｓ－Ｄ，

ＥＷ方向，ケース 4）であることから，岩盤の極限支持力度（3.9×103kN/m2）を超えな

いことを確認した。 

Ｓｓ地震時の最大接地圧を表 5－2 に示す。 

 

表 5－2 Ｓｓ地震時の最大接地圧 

検討ケース 
ＮＳ方向 ＥＷ方向 

Ｓｓ－Ｄ，ケース 4 Ｓｓ－Ｄ，ケース 4 

鉛直力 

Ｎ（×104kN） 
25.3 25.3 

転倒モーメント 

Ｍ（×106kN・m） 
4.39 4.34 

最大接地圧 

（×103kN/m2） 
0.483 0.491 
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5.3 保有水平耐力の評価結果 

各層において，保有水平耐力Ｑｕが必要保有水平耐力Ｑｕｎに対して妥当な安全余裕を

有していることを確認する。なお，各層の保有水平耐力Ｑｕは，Ⅵ-2-2-16「ガスタービ

ン発電機建物の地震応答計算書」に示すせん断力のスケルトン曲線のτ３に基づき算定

する。 

必要保有水平耐力Ｑｕｎと保有水平耐力Ｑｕの比較結果を表 5－3 に示す。各層におい

て，保有水平耐力Ｑｕが必要保有水平耐力Ｑｕｎに対して妥当な安全余裕を有しているこ

とを確認した。 

なお，必要保有水平耐力Ｑｕｎに対する保有水平耐力Ｑｕの比は最小で 12.00 である。 

 

表 5－3 必要保有水平耐力Ｑｕｎと保有水平耐力Ｑｕの比較結果 

(a) ＮＳ方向 

EL 

（m） 

必要保有水平耐力 

Ｑｕｎ（×103kN） 

保有水平耐力 

Ｑｕ（×103kN） 
Ｑｕ/Ｑｕｎ 

61.5～54.5 37.26 521.57 13.99 

54.5～47.5 70.20 1323.01 18.84 

 

(b) ＥＷ方向 

EL 

（m） 

必要保有水平耐力 

Ｑｕｎ（×103kN） 

保有水平耐力 

Ｑｕ（×103kN） 
Ｑｕ/Ｑｕｎ 

61.5～54.5 35.30 596.37 16.89 

54.5～47.5 84.24 1011.42 12.00 
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6. 応力解析による評価結果 

「4.5.2 断面の評価方法」に基づいた断面の評価結果を以下に示す。また，3 次元ＦＥ

Ｍモデルの配筋領域図を図 6－1 に，配筋一覧を表 6－1 に示す。 

断面の評価結果を記載する要素は，軸力及び曲げモーメントに対する評価については，

設計鉄筋比に対する軸力及び曲げモーメントによる必要鉄筋比の割合が最大となる要素

を選定し，面外せん断力に対する評価については，短期許容せん断力に対する面外せん断

力の割合が最大となる要素をそれぞれ選定する。 

選定した要素の位置を図 6－2 に，評価結果を表 6－2 に示す。 

Ｓｓ地震時において，軸力及び曲げモーメントによる必要鉄筋比が設計鉄筋比を超えな

いことを確認した。また，面外せん断力が短期許容せん断力を超えないことを確認した。 
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(b) せん断補強筋 

 

図 6－1 配筋領域図  
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表 6－1 配筋一覧 

(a) 主筋 

領域 方向 上ば筋 下ば筋 

Ａ 
ＮＳ 2-D38@200 2-D38@200 

ＥＷ 2-D38@200 2-D38@200 

Ｂ 
ＮＳ 2-D38@200 3-D38@200 

ＥＷ 2-D38@200 2-D38@200 

Ｃ 
ＮＳ 2-D38@200 3-D38@200 

ＥＷ 2-D38@200 3-D38@200 

 

(b) せん断補強筋 

領域 配筋 

a D29@600×400 
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(a) 軸力＋曲げモーメント 

 

(b) 面外せん断力 

 

図 6－2 選定した要素の位置 

要素番号：228 

ＮＳ方向 

要素番号：319 

ＮＳ方向 



 

34 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-1
7 
R0
E 

表 6－2 評価結果 

評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース 
発生値 許容値 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

必要鉄筋比 

（％） 
ＮＳ 228 5 0.072 0.356 

面外せん断力 
面外せん断力 

（×103kN/m） 
ＮＳ 319 6 1.29 5.57 

 




